
Ⅰ．緒言
　口腔の疾患は糖尿病といった非感染性疾患と
関連していることが報告されており、日本歯周
病学会（2014）や日本糖尿病学会（2019）の治
療や診療のガイドラインにおいても歯周疾患1

の治療を推奨している。このように、口腔の健
康を保つことは全身の健康を維持する上でも重
要であることがわかる。口腔の健康を低下させ
る歯周疾患とは、歯周組織（歯肉、歯根膜、セ

1	 歯周病とも言う

メント質、歯槽骨）の炎症性疾患（歯肉病変や
歯周病など）の総称であり、歯の表面に付着し
ている細菌の塊であるデンタルプラーク（歯垢）
が歯周疾患の原因になる（米満・小林・宮﨑・
川口・鶴本，2013）。国民の口腔の健康状態と
しては、厚生労働省（2016）の歯科疾患実態調
査の結果によれば、80歳で20本以上の歯を有す
る者の割合が過去最高の値を示すなど、概ね口
腔の状態が良い人が増加している。一方で、同
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調査における歯周疾患の現状としては、歯周疾
患の有病状況を評価する１つの指標である４
mm以上の歯周ポケットを有する者の割合が増
加傾向にあり（厚生労働省，2016）、健康日本
21（第２次）の中間報告では、歯周疾患の有病
状況が悪化しているとの評価がなされている

（厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会，
2018）。同報告の中でも述べられている通り、
歯周疾患の予防は、歯科医などのプロフェッ
ショナルケアによるプラークコントロールだけ
でなく、日頃のセルフケアによるプラークコン
トロールが不可欠である（厚生科学審議会地域
保健健康増進栄養部会，2018；松本・荒川・土
居，2014）。セルフケアには物理的プラークコ
ントロールとして、歯ブラシを用いたブラッシ
ング法、デンタルフロスや歯間ブラシなどの補
助的清掃用具が挙げられている（松本他，
2014）。平成22年国民健康・栄養調査報告によ
ると、20代から70代の歯ブラシの使用率は96%
を示している一方で、歯間ブラシの使用率は
20.3%、デンタルフロスの使用率は12.5%であっ
た（厚生労働省，2012）。同調査において、歯
ブラシの使用率には世代間の違いは殆ど見られ
ないが、歯間ブラシやデンタルフロスなどの補
助的清掃用具の使用率には若年層で低率で中高
齢層に高率になるような世代間の違いが見ら
れ、若年層の使用率は10%未満であった（厚生
労働省，2012）。また、大学生の補助的清掃用
具の使用率も同程度に低いことが報告されてい
る（尼崎・煙山・湯川，2014；中村・青木・青
木・森田・犬飼・中垣，2012）。このような現
状を鑑みると、歯ブラシによるプラークコント
ロールはすでに国民にとって習慣化された口腔
保健行動であるが、歯間ブラシやデンタルフロ
スなどの補助的清掃用具の使用が習慣化された
口腔保健行動ではなく、若年層においてはこの
傾向が顕著であると考えられる。歯ブラシ単体
のみよりもデンタルフロスの併用によって、歯
間隣接面の歯垢除去率が上昇することが知られ
ており（山本・長谷川・末田・木下，1975）、
若年層から歯周疾患を予防するためにも、若年
層の補助的清掃用具の使用を促進するアプロー

チが必要である。
　口腔保健行動などの健康行動を促進させるた
めには、Transtheoretical Model（以下，TTM）

（Prochaska & DiClemente，1983）のような行
動科学の理論・モデルを用いる事が必要である

（深井，2003）。例えば、口腔保健行動にTTM
を用いた先行研究を概観すると、イランの若年
層 を 対 象 に デ ン タ ル フ ロ ス の 使 用 行 動

（Taymoori, Fallahi, & Berry, 2011）、中年（35
－55歳）の口腔保健行動（Tillis, Stach, Cross-
Poline, Annan, Astroth, & Wolfe., 2003）にお
いて、TTMの概念通り、低次の変容ステージ
では口腔保健行動の負担（Cons）を高く、高
次の変容ステージでは恩恵（Pros）を高く評価
していることが報告されており、TTMを口腔
保健行動に適応することが可能だと考えられ
る。このことから、我が国の若年層の補助的清
掃用具の使用に対してTTMを用いて健康教育
プログラムの開発をすることは可能だと判断さ
れる。しかしながら、我が国において口腔保健
行動の中でも、補助的清掃用具の使用に特化し
たTTMの構成概念のうち、自己効力感や変容
ステージを評価する尺度は整いつつあるが（尼
崎・煙山，2015；尼崎・永峰・煙山，印刷中）、
意思決定バランスを評価する尺度は未開発であ
る。そこで、本研究では口腔の補助的清掃用具
の使用に対する意思決定バランスを評価する尺
度を開発することを本研究の目的とした。

Ⅱ．方　法
１．調査対象者と調査時期
　第１調査として、2017年２月にインターネッ
ト調査会社に登録している全国の20－29歳のモ
ニター350,810名（2017年２月時点での登録モ
ニター数）を調査対象に横断調査を行い、回答
の得られた20－29歳の日本人1,679名（男性817
名，女性862名，平均年齢25.17歳，SD = 2.88）
を分析対象とした。
　第２調査として、2017年10月に東海地区の四
年制私立大学に通う18－22歳の大学生416名（男
性259名，女性157名，平均18.68歳，SD = .577）
を対象に調査し、記入漏れのない18－22歳の大
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学生355名（男性232名，女性123名，平均18.68歳，
SD = .561）を分析対象とした。

２．調査の手続き
　第１調査では、登録モニターに対して、イン
ターネット調査会社が調査協力の依頼をe-mail
により行い、調査に協力可能な者がe-mailに記
載されたURLから調査画面へと進む方法に
よって調査を実施した。調査画面のトップペー
ジには、個人情報の保護や調査目的の説明を画
面上にて行なった。なお、本研究の実施に当た
り、愛知大学の人を対象とする研究に関する倫
理審査委員会の承認を受けた（承認番号：人倫
申2016-06）。
　第２調査では、本調査の目的、調査協力者の
自由意志による無記名式の回答、個人情報の守
秘義務など、研究実施上の倫理的配慮について
の説明を紙面、口頭で行い、その上で合意が得
られた者からのみ回答を得た。

３．調査内容
１）基本属性
　予備調査において、年齢、性別への回答を求
めた。
２）意思決定バランス
　Taymoori et al.（2011）によって作成された
中高生のデンタルフロスの使用に対する意思決
定バランス尺度を参考に、口腔の補助的清掃用
具の使用に関連するProsおよびConsについて、
それぞれ５項目の計10項目を第１著者が作成
し、第１著者と第３著者が平易な日本語になる
ように留意して10項目の口腔の補助的清掃用具
の 使 用 に 対 す る 意 思 決 定 バ ラ ン ス 尺 度

（Decisional Balance Scale for Interdental 
cleaner use behavior: DBSI）の原案を推敲し
た。回答は５件法（１：全くそう思わない─５：
かなりそう思う）で求めた。
３）変容ステージ
　 口 腔 の 補 助 的 清 掃 用 具 の 変 容 段 階 尺 度

2	 Excelによる効果量計算シートhttp://www.mizumot.com/stats/effectsize.xls（アクセス日：2020年11月12日）を用
いた。

（Stages of change for Interdental cleaner use 
behavior Scale: SIS）（尼崎他，印刷中）を用い
た。回答は，５つのステージ（前熟考期，熟考
期，準備期，実行期，維持期）を表す項目の中
で、口腔の補助的清掃用具に対する現在の自分
の考えや行動に最も当てはまるものを１つ選択
するように求めた。

４．分析方法
　第１調査で得られたデータを用いて、DBSI
の10項目に対して最尤法・Promax回転による
探索的因子分析を行い、尺度の因子構造の検討
を行った。そして、探索的因子分析の結果に基
づき、抽出された因子の信頼性の検討のために、
Cronbach's α係数およびMcDonald’s ω係数を
求めた。さらに，第２調査で得られたデータを
用いて、探索的因子分析の結果に基づきDBSI
に対して最尤法による検証的因子分析を行い、
尺度の構成概念妥当性の検討を行った。さらに、
口腔の補助的清掃用具の使用における意思決定
バランスと変容ステージとの関連性を検討する
ために、変容ステージを独立変数、DBSIの各
因子の合計得点を従属変数とする対応のない一
要因分散分析を行い、多重比較にはTukey-
Kramer法を用いた。
　本研究の分析では、McDonaldのω係数の算
出にはjamovi ver. 1.2.27.0を用い、効果量の算
出には効果量計算シート2を用い、それ以外の
分析ではIBM SPSS Statistics 26およびAmos 
25を用いた。本研究における適合度指標は、
GFI、AGFIおよびCFIは.90以上の場合に十分
な適合度と判断し、RMSEAは.08以下の場合に
十分な適合度であると判断した（平井，2017）。
また、効果量は水本・竹内（2008）がまとめた
効果量の大きさを基準とした。

Ⅲ．結　果
１．DBSIの尺度開発
　探索的因子分析の結果、固有値が1.0以上を
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示す因子負荷量.45以上の２因子各４項目計８
項目が抽出された（Table 1）。第１因子は、「補
助的清掃用具を使用すると、虫歯や歯周病の予
防になる」といった口腔の補助的清掃用具を実
施することで得られる恩恵に関する内容から構
成されているため、「Pros」と命名した。第２
因子は、「補助的清掃用具を使用するのは、面
倒くさい」といった口腔の補助的清掃用具を実
施することに対する負担感に関する項目内容か
ら構成されているため、「Cons」と命名した。
因子間の相関は、r = .227（ p = .000）であった。
各因子の信頼係数を確認したところ、第１因子
はα= .883、ω= .884であり、第２因子はα= .797、
ω= .809であった。また、検証的因子分析の結
果、DBSIの適合度は、GFI = .965、AGFI = .934、
CFI = .968、RMSEA = .064であった。各調査に
おけるProsとConsの得点をTable 2に示した。

２．口腔の補助的清掃用具に対する意思決定� �
　　バランス尺度と変容ステージの関連
　対象者の口腔の補助的清掃用具の使用に対す
る変容ステージはSISを用いて分類し、その結
果、各ステージの対象者数は、前熟考期が601名、
熟考期が397名、準備期が263名、実行期が104名、
維持期が314名であった。SISにおいて実行期の
対象者数が他のステージと比較して少ないた
め、山野・島井・大野・山田（2020）を参考に

ステージの再分類を行い、ステージの分類を前
熟考期（N = 601）、熟考・準備期（N = 660）、実
行・維持期（N = 418）の３つとして分析を行
うことにした。
　SISを独立変数、DBSIの下位尺度を従属変数
として対応のない一要因分散分析を行った結
果、Pros下位尺度得点において有意なステージ
の主効果が認められた（F（2, 1676）= 164.438, p  
= .000, η2 = .16）（Table 3）。 そ し て、Tukey-
Kramer法による多重比較を行ったところ、前熟
考期と熟考・準備期（ p =  .000, Hedges'g = .65）、
前熟考期と実行・維持期（ p = .000, Hedges'g 
= 1.08）、熟考・準備期と実行・維持期（ p = .000, 
Hedges'g = .50）において後期のステージの
Pros下位尺度得点の有意な増加が認められた。
　次に、Cons下位尺度得点においても有意な
ステージの主効果が認められた（F（2, 1676）
= 42.595, p = .000, η2 = . 05）。 そ し て、Tukey-
Kramer法を用いて多重比較を行ったところ、
前熟考期と熟考・準備期（ p = .585, Hedges'g =  
.06）ではCons下位尺度得点に有意な差は認めら
れなかったが、前熟考期と実行・維持期（ p = .000, 
Hedges'g = .46）、熟考・準備期と実行・維持期

（ p= .000, Hedges'g = .55）において後期のステー
ジのCons下位尺度得点の有意な低下が認めら
れた。

Table�1.�DBSIの因子分析結果

項　目
因子負荷量

h2
F1 F2

補助的清掃用具を使用すると、虫歯や歯周病の予防になる .869 .008 .760
補助的清掃用具を使用すると、口の中がスッキリする .816 -.095 .633
補助的清掃用具を使用すると、口臭の予防になる .815 .012 .670
補助的清掃用具を使用すると、歯垢が取れたことによる安堵感がある .742 .062 .579
補助的清掃用具を使用するのは、慣れていない -.092 .832 .658
補助的清掃用具を使用するのは、面倒くさい .058 .782 .625
補助的清掃用具を使用するのは、時間がかかる .067 .770 .639
補助的清掃用具を使用すると、痛みを伴う -.040 .459 .202

Table�2.�調査ごとの意思決定バランス尺度の各得点
DBSIの下位尺度 調査時期 度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差

Pros 第1回目 1679 4.00 20.00 14.53 3.35
第2回目 355 4.00 20.00 15.83 3.22

Cons 第1回目 1679 4.00 20.00 13.76 3.27
第2回目 355 4.00 20.00 13.29 3.26
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Ⅳ．考　察
　本研究では、行動変容理論の一つである
TTMに基づく若年層の口腔の補助的清掃用具
の使用行動を促進する健康教育プログラムを作
成する前段階として、未着手であった口腔の補
助的清掃用具の使用に対する意思決定バランス
を評価する尺度の開発を行った。
　本研究の結果からDBSIは、恩恵を表すPros
と負担を表すConsの２因子８項目が抽出され、
α係数とω係数の値から十分な信頼性が確認さ
れた。また、検証的因子分析の値からも本尺度
の構成概念妥当性を有する尺度であることが確
認された。さらに、意思決定バランス尺度と変
容ステージの関連性を検討したところ、後期の
ステージに伴いPros下位尺度得点が増加するこ
とが確認され、Cons下位尺度得点が概ね低下す
ることが確認された。このことから、DBSIと変
容ステージとの関連性がある程度確認されたと
考えられる。ただし、Cons下位尺度得点にお
いて、前熟考期と熟考・準備期に有意な差が認
められなかったのは、実行期の対象者数が他の
ステージと比較して少なく、変容ステージを再
分類したことが関係している可能性も否めな
い。そのため、今後、各ステージの対象者数を
同程度にして、５つの変容ステージでCons下
位尺度得点の後期ステージに伴う得点の低下を
検証する必要がある。
　本研究では口腔の補助的清掃用具の使用の
ProsとCons下位尺度は相関係数が有意に低い
ことからProsとConsは独立した因子であるこ
とが想定される。本研究のように意思決定バラ
ンス尺度の下位尺度間に相関関係がないこと
は、喫煙意思決定バランス尺度におけるProsと

Consの下位尺度得点においても同様の結果が
報告されている（山野他，2020）。すなわち、
山野他（2020）でも指摘されている通り、補助
的清掃用具の使用に対するConsを低下させる
介入をするとProsが増加するのではなく、Pros
とConsのそれぞれに対しての介入の必要性が
ある。DBSIの項目から介入内容について考察
すると、口腔の補助的清掃用具の使用に対する
負担としては、口腔の補助的清掃用具に慣れて
いないことや補助的清掃用具の使用を面倒など
と感じており、歯ブラシによる口腔清掃に加え
て口腔清掃を行うことへの負担を感じているこ
とが読み取れる。現在、小中学校の学校現場で
は、学校歯科医や歯科衛生士などによる歯磨き
指導やフッ素洗口の推進が行われているが

（e.g., 豊橋市，2018）、デンタルフロスなどの補
助的清掃用具の使用を学習する機会がないた
め、デンタルフロスに慣れていないなどの負担
を感じているのではないかと推測する。そのた
め、義務教育終了後の教育機関や企業での健康
教育において、デンタルフロスなどの補助的清
掃用具の使用について学習する機会を作る必要
があり、実際にデンタルフロスを使うことで慣
れることや、デンタルフロスの使用があまり時
間を必要としない口腔清掃であることを体験さ
せることからはじめて、Consの低下へとつな
げていく必要性が考えられる。一方で、口腔の
補助的清掃用具の使用に対する恩恵としては、
口腔の病気や口臭の予防に恩恵を感じることが
必要であることが読み取れる。例えば大学生の
場合、口腔への関心事項として、歯周疾患への
関心は低いものの、齲蝕への関心が高いこと（山
田・一条，2009）、口臭への意識が高いこと（深

Table�3.�各ステージ別のDBSIの下位尺度得点の平均値と標準偏差

DBSIの下位尺度 前熟考期
N�=�601

熟考・準備期
N�=�660

実行・維持期
N�=�418

Pros 12.89（3.28） 14.88（2.83） 16.35（3.09）

Cons 14.08（3.21） 14.26（2.80） 12.52（3.70）

※平均値（標準偏差）

−	5	−尼崎光洋・永峰大輝・煙山千尋



澤・野村，2013）が報告されている。そもそも
口腔内に蓄積される歯垢は、歯周疾患、齲蝕、
口臭の主たる原因であるため（荒川・神原・安
井，2014）、歯ブラシによる口腔清掃だけでは
完全に除去しきれない歯垢（山本他，1975）を
補助的清掃用具による歯間清掃をすることによ
り、歯周疾患、齲蝕、口臭を予防することが可
能となる。若年層に対しては、歯周疾患や齲蝕、
口臭の発生の機序を説明しながら、歯垢の除去
が必要であることを教えることを通じて、口腔
の補助的清掃用具の使用に対する恩恵を高める
ことが必要だと考えられる。

付記
　本研究はJSPS科研費15K20656の助成を受け
たものであり、本研究における利益相反開示は
な い。 な お、 本 研 究 は 尼 崎・ 煙 山（2017；
2018）のデータセットを用いた二次分析の結果
である。
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